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1.は じめ に一 間 題 の所 在 一
わが国 で は,80年 代後半 のバ ブル経済 下で の地価 および株価 の異常 な高騰
は,い わゆる 「含み益」問題を表出 させ,原 価主義 に依拠 して恣意的 な有価証
券取 引を行 うことによって,「益出 し」や損失繰延 とい った利益操作 も往 々に し
て行 われ るよ うにな った。 またかか る状況 に符 合す るかの よ うに して起 こっ
た,証 券先物取引 ・オプシ ョン取 引の損益情報開示 の要請 は,そ れ と連動 した
ヘ ッジ対象の市場性 あ る有価証券 の時価情報の開示 を要求 す ることとなった。
市場性 あ る有価証券 の時価評価 問題が,か か る状況 を背景 にわが国 の会計学界
においてホ ッ トな議論を引 き起 こ したので ある。
88商 経 論 叢 第30巻 第2号
0343)
かか る市場性 ある有価証券 の時価評価 は,い わゆる未実現 の保有損益 認識 の
問題(と りわけ保有利得認識の問題)を 必然的 に伴 い,有 価証券時価評価 と実現概
念 との係 わ りが理論 上の争点 あ るいは制度上 の論議 の重要な論点 となるに至 っ
た。
わが国 にお けるかか る有価証券時価評価 と実現概 念 との関係にっ いての問題
は,1957年 以降 のアメ リカ会計学界 にお ける実現概念 に関す る論議 やその成 果
に部分的 ・断片的に依拠 して論 じられて きた ことが一っの特徴 のよ うに思われ
る。 したが って,1957年 以降近年 までのアメ リカ会計学界 の実現概念 の論議 の
経過 を観察 し,各 種 の実現概念 とそれが位置付 け られ る理論的枠組みを類型的
に整理 し分析す ることが,市 場性 ある有価証券 の時価評価問題 の錯綜 した論点
の整理 に有用 と考え られ る。 またそれ によ って,わ が国における有価証券 の時
価評価問題 の特徴 を も明 らかに しうると考 え られ る。
H.実 現概念の基本類型(2類 型)と 有価証券の評価
1.基 本 類型 と して の伝 統 型実 現 概 念
伝統 的実 現概 念 は,収 益 ま た は利 益 の認 識(記 帳)に 対 して,法 的 な販 売 ま た
は同 様 な過 程 に よ る現 金 ま た は現 金 等 価 物 等 の 流 動 資 産 へ の 転 換,す なわ ち
「換価 」を 要求 す る(Paton=Littlet。n[1940〕p.49;TheRealizationConcept[1965]
p.314)。 収 益 また は利 益 の認識 は端 的 に は,現 金 また は現金 等 価物 の受 領 を要
求 す る 「流 動性 」 と,提 供 財 貨 等 の客 観 的 ・検 証 可能 な証 拠 に よ る測定 を要 求
す る 「市場取 引」 との二 つ の要 件 に よ って行 われ ,こ れ らを充 足 す れ ば収 益 ま
た は利 益 は実 現 す るの で認 識 し,充 足 しな けれ ば そ れ は未実 現 で あ る と して認
識 しな い。この よ うに,伝 統 型実 現 概 念 は認 識 概念 と して位 置付 け られ て い る。
換 言 すれ ば,か か る実 現 概 念 は,市 場 取 引 で 獲得 され る対価 が現 金 ま た は現
金 等 価 物 で な い限 り,収 益 また は利 益 の認 識 は起 こ りえ な い こ とを要 求 す るか
ら,例 え ば期 末 時点 にお け る保 有 資 産 の 時価 の 高騰 に よ る,市 場取 引 を伴 わ な
い資産 の増 価 分 はか か る実 現 概 念 の もとで は認 識 され る こ とは あ りえ な い
。 こ
の結 果,か か る保 有 資 産 は,実 現 のた め のこ 要 件 を充足 す る取 引 が行 われ る ま
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で取 得 原価 で据 え置 か ね ばな らない こ とにな る(Storey[1959ユp.237;[1978]p.
52)。伝 統 型 実現 概 念 は この よ うに,資 産評 価 につ いて原 価 評 価 を要 請 す るの で
あ る。 した が って,か か る実 現概 念 の もとで は,保 有 有価 証 券 の保 有 利 得 は実
現 の二 要件 を充 足 す るはず もな く,そ れ は未 実 現 な もの と して認 識 され な い。
資産 原 価 評価 と結 びつ く伝 統 型実 現 概 念 を会 計 の体 系 の要 とす る原 価 主義 会
計 は,名 目投下 貨 幣 資 本 回収 計算 に基 づ く処 分 可能 利 益 あ るい は分配 可 能 利益
の 計算 を 目的 と して い る(Davidson[1966]p.102;Ijiri[1981]pp.49-51,81)。 か
か る体 系 の も とで の実 現 概 念 は この 目的 達 成 の た め の手 段 た る機 能 を果 た す
が,以 下,か か る伝 統 型実 現 概 念 を 「A型 実 現概 念(あ るいは単にA型)」 と呼 ぶ
(1)
こ と に す る。
2.基 本 類型 と して の57年 会計 基 準 型実 現 概念
ア メ リカ会 計 学会(AAA)1957年 版 会 計 基準 は,A型 実現 概 念 とは適 用 範 囲
の広 さの点 で極 めて異 な る実現 概 念 を提 唱 した。「実 現 の本質 的 な意味 は,資 産
また は負 債 の変 動 が勘 定 に認 識 す る こ とを保 証 す る に足 る充 分 確 定 的(defi-
nite)か っ客 観 的(objective)に な った とい うこ とで あ る」(AAA[1957]P・538)
と定義 され る実 現概 念 は,収 益 ま た は利 益 の認 識 を含 む広 く資 産 ・負 債変 動 の
認 識 に対 して,「 確 定性 」 と 「客観 性 」 とい う要 件 の充 足 を要 求 す る。 前者 は
「恒 久性 」,後 者 は 「測 定 可能 性 」 と言 い換 え られ る(Windal[1961]p.75)。
こ こに,「恒 久 性 」は予 測 し うる将来 に お いて破 棄 され た り取 消 され た り失 わ
れ た り しな い こと,ま た 「測 定可 能 性」 は会 計 人 が合 意 で き る正確 性 を も って
測定 可 能 な こ とを意 味 す る もの と して適 用 され る(Windal[1961]pp.75,83-
84)。 か か る意 味 の 「確 定性 」と 「客 観 性 」は,57年 版 会 計基 準 自 ら言 うよ うに,
独 立 の当事 者 間 の交 換取 引,確 立 され た商 業実 務 や あ る種類 の資産 の他 の種 類
の資 産 形態 へ の転 換 を容 易 にす る高 度 に組 織 化 され た市 場 の能 力(こ の条件 はs
例えば市場性 あ る有価証 券への適用を含意 す る)な ど の諸 条 件 に依 拠 す る(AAA
[1957]p.538)o
この た め,会 計士 の判 断 に お いて,資 産 の増加 が取 り消 され る こ とは実 際上
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起 こ りえ な い と考 え られ,か っ会 計Lが 合 意 で き るほ ど の正確 性 を もって それ
を測 定 し うるな らば,か か る資産 の増 加(資 産 の変動) ,例 え ば所有 す る市場 性 あ
る有 価証 券 や 固定 資 産 な どの価 値 の増 加(保 有利得)は 認 識(記 帳)で きる こ とに
な る(Winda1[1961]p.89)。 かか る実現 概 念 に よれ ば,資 産変 動 の一 ケー スで あ
るそ の よ うな利 益 は 「確 定性 」 と 「客 観性 」 の要 件 を充足 す れば
,そ れ は実 現
す るので認 識 され,充 足 しな けれ ば未 実 現(非 実現)で あ る と して認 識 され な い
こ と とな る。 この よ うに概念 構 成 と して はA型 実現 概 念 と同 様 に
,57年 会 計基
準 型実 現 概念 は認 識概 念 と して位 置 付 け られ る。
57年 会 計基 準 型 実現 概 念 はA型 実 現概 念 の場 合 に似 て
f資 産 概 念 さ らに は資
産 評 価 と連 動 して い る。57年 版 会 計基 準 は,資 産 を 「あ る特 定 の会 計実 体 内 の
経 営 目的 の ため に用 い られ る経済 諸 資源 」 で 「予期 され た経 営 活動 に利 用 で き
あ るい は役 立つ用 役 潜在 性 の総 計 」で あ る と定 義 す る(AAA[1957]g wS./i」L)。そ
して・か か る資産 の測 定 にあ た って は,「 そ の資 産 が生 み 出す 用役 のす べ て の流
れ に 関 す る将 来 の 市 場 価 格 を 確 率 と利 子 要 素 に よ っ て 現 在 価 格(present
worth)に 割 り引 い た金額 」(AAA[1957]p .539)が 考 え られ るが,こ れ は抽 象 的
な の で その近 似 値 と して,例 え ば取 替原 価,正 味 実 現 可能 価額 な どが使 用 され
る(TheRealizationConceptll965]p,318)。 す な わ ち,資 産 は時価 に よ って評 価
され る こ とに な る。 これ は,市 場 性 あ る有 価証 券 の保 有 損 益 を含 む 多 くの保有
損 益 が実 現利 益 と して計 上 され る こ とを 示 す。
資産 時 価 評 価 と結 びっ く57年 会 計 基 準 型 実 現概 念 を会 計 の体 系 の重 要 な要
とす る57年 版 会 計 基 準 の時 価 主 義 会 計 は,投 資 者 の投 資 意 思 決 定 お よ び経 営
者 の 業績 評価 に役 立 っ会 計 情 報 の提 供 とい う目的 を持 って い るので,そ こで計
算 され る利 益 は投 資 意思 決 定 のた め の業績 評 価 を可 能 とす る内 容 を表 示 す る こ
とが求 め られ る(こ れか らすれば,む しろ 「意思決定 ・業績評価 目的⇒資産時価評価⇒
資産概念⇒57年 会計基準型実現概念」 と言うべ きか)。 この 意 味 で は,か か る時 価 主
義 会計 は業績 評 価 利 益 あ るい は業績 表 示 利 益 の計算 が基 本 的 な 目的 とな って い
ると解 され,こ こに保 有 有 価証 券 の保 有 損益 は保 有 活動 の 業績 評価 の た め の損
益 と言 え る こ とにな る。
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かか る体系の もとで は,実 現概念 はそのよ うな目的を達成 させ るための手段
と しての役割 を果たすが,以 下,か か る57年 会計基準型実現概念を 「B型 実現
(2)
概 念(あ るいは単にB型)」 と呼ぶ こ とにす る。
皿.実 現概念の折衷類型(2類 型)と 有価証券の評価
1.折 衷類 型 と して の73年 外部 報 告分 科 会型 実 現概 念
A型 実 現 概 念 とB型 実 現概 念 とは,共 に原 始記 帳 の 可否 を決 定 す る とい う意
味 で 同列 の認 識 概 念 で あ る ものの,そ れ ぞれ が依 って 立つ 目的 が異 な り,そ れ
に よ って認 識(す る)対 象 の範 囲 が異 な る。A型 を採 れ ばB型 の認 識 対 象 の相 当
部 分 が 排 除 され,B型 を採 れ ばA型 の特 性(目 的)が 希 釈化 されて しま う。 この
ため,B型 実現 概 念 の出現 に よ って,そ れ とA型 実 現概 念 との関係 ・調 和 が論
争 され る こ とに な る。57年 版 会 計 基準 の補 足 と部 分 的 な修 正 を 目的 と した棚 卸
資産 測 定分 科 会(InventoryMeasurement[1964])に お いて,そ の点 が表 面 化 す
る0
そ こで は,一 方 にお い て,B型 実現 概 念 のみ に依 拠 して保 有 損 益 を営 業 損益
と同 じよ うに認 識 しよ うとす る見解 が あ る ものの,他 方 に お いて,B型 実 現 概
念 を現実 の会 計実 務 に適 用可 能 な よ うにA型 実 現概 念 を修正 しよ うとす る見解
も提 唱 され る。前者 は57年 版 会計 基 準 そ の もの の立 場 で あ るか ら,実 現 概 念 に
対 す る新 しい解 釈 で は な い。 しか し,後 者 の見解 はA型 実 現 概念 とB型 実現 概
念 との折衷 を図 る とい う点 で は単 な る焼 き直 しで はな い。
それ に よれ ば,B型 実現 概 念 に依 拠 しっっ も,A型 実現 概 念 の要 件 た る市場
取 引(独 立の当事者間の公正な売買取引の0当 事者 となること)は 証拠 の十 分 性 の 立
証手 段 とな るか ら,保 有 損 益 の暫 定 的 な計 測値(未 実現損益)に 対 す る最 終 の証
拠(実 現損益)を 与 え る。す な わ ち,か か る実現 要 件 は報 告 に格 付 け を した客 観
性 を与 え るの で,認 識 した保有 損 益 を未 実現 分 と実 現分 とに区 分 す る こ とは業
績 評 価 の た め の 実 務 上 の 客 観 的 な 指 針 を 提 供 す る(InventoryMeasurement
[1964]p.709)a
か か る見解 は,57年 版 会 計基 準 の実 現 概 念 の実質 的拡 張 と部 分 的 な修 正 を 目
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的 と した 実 現 概 念 分 科 会(TheRealizationConcept[1965])に 引 き継 が れ る
。 そ
こ で の 多 数 説 は,「 伝 統 的 実 現(概 念)の 識 別 力 」 を 認 め
,そ れ を 「純 利 益 の再
分 類 」 の た め の 概 念 と して 用 い る(TheRealizationConcept[1965]P .322)。 す な
わ ち,保 有 損 益 は 測 定 可 能 性 要 件 に よ って 「認 識 」(記 帳)す る もの の
,市 場 取
引要件を充たさない鮪 損益は未実現損益 そ縫 充足 した保有損益は実現損
益 と して 「再分 類 」 す る概 念 と して 「実現 」 を用 い る
。 棚 卸 資産 測 定分 科 会 の
メ ンバ ーで あ ったHorngrenは ,こ の よ うな 考 え を 「自由 な 『認 識』 テス トと
厳 格 な 『実現 』 テ ス ト」(Horngren[1965ユp.325)と 呼 び,A型 実現 概 念 が事 象
の タイ プの区別,業 績 評価 お よび客観 性 の程度 の序 列 化 に役 立 っ点 を捉 え
,「実
現」を実 質 的 に 「再 分類 」概 念 と して位 置付 けて い く(Horngren〔1965]PP .327,
328)
そ の後,利 益 の認 識 に係 る概 念 お よ び基 準 の検 討 を 目的 と した1973年 外 部
報 告分 科 会(ExternalReporting[1974」)はy実 現 は利益 に関 す る不確 実 性 が認
め う る レベ ル に まで減少 した時点 を決 定 す る指 針 とな る(ExternalR
eporting
[1974]p、209)と 考え,「 認 識 と実 現 との分 離」を図 る棚 卸 資産 測 定 分科 会 ・実 現
概念 分 科 会 お よびHorngrenの 見 解 を 「不確 実 性 の レベ ル」 か ら統 一 的 に整理
し,利 益 に関 す る二 っ の 不確 実 性 の レベ ルを許 容 す るモ デ ル を提示 す る
。
す な わ ち,「 相 対 的 に 自由 な認識 」,「相対 的 に早 期 の認 識 」を 可能 とす る高 い
不確 実 性 レベ ル の許 容(B型 実現概念の要件適用)が まず行 わ れ,そ れ に続 いて
「厳格 な実 現」を示 す低 い不 確 実 性 の レベ ルの設 定 が 行 わ れ る
。後 者 の低 い不 確
実 性 の レベ ル を ス ク リーニ ングす る機能 を有 す る概 念 と して実 現 概 念 が位 置 付
け られ る(ExternalReporting[1974]p .216)。 これ が73年 外部 報 告分 科 会 型 実現
概 念 の概 念 構成 で あ る。以 下 にお いて,か か る73年 外 部 報 告 分科 会 型 実 現概 念
を 「C型 実現 概 念(あ るいは単にC型)」 と呼 ぶ こ とにす る。
C型 実現 概 念 は,一 見 す る と認識 概 念 と して のA型 実現 概 念 と形 の上 で同 一
の如 くみ え るが,そ れ はA型 実 現 概 念 とは本 質 的 に 異 な る
。C型 実 現 概 念 は
「認 識 概念 」 と して は位 置付 け られ て い な いか らで あ る。む しろ それ は,概 念 上
は・ すで に認 識 され た利 益 につ いて二 次 的 に実 現 分 と未 実現 分 とに 「再 分 類 」
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す るための概念 と して位置付 け られ る。 したが って,C型 実現概念 は 「再分類
概念 としての実現概念」 とも言 え る。
外部報告分科会 にお けるかか る"利 益 に関す る不確実性 レベル"の 捉 え方 は,
業績評価利益 と処分可能利益 の計算 と報告へのそれぞれの要請 を折衷 し統合化
す るひ とっの概念枠組 みを提供 す る。再分類概 念 と しての実現概念 た るC型 実
現概念 は,次 のD型 実現概念 を考慮すれば,C-1型(A型 実現概念の要件適用)
とC-2型(D型 実現概念の要件適用)の 二っが考 え られ る。
認識 と実現 の分離 に関連 させ てC型 実 現概念 を整 理すれ ば,次 の よ うにな
る。資産 ・負債変動 の認識 に はB型 実現概念の要件であ る確定性 と客観性 を認
識要件 として適用 し,資 産 ・負債変動の一 ケースである認識 された収益 または
利益 にっいて はA型 実現概念 の要件[流 動性 ・市場取引](ま たはD型 実現概念の
要件[実 現または実現可能性 ・稼得〕)を再分類 のための実現要件 として適用す る。
これによれば,資 産 ・負債変動 の一 ケー スであ る収益 また は利益 は認識要件
を充足 すれば認識 し,二 次的 に実現要件 によって それを実現分 と未実現分 とに
再分類す ることにな るか ら,保 有有価証券 の保有損益 に関 しては,そ の保有損
益 は認識要件 によ って認識 し,実 現要件 によって実現保有損益 と未実現保有損
益 とに再分類す ることにな る。資産評 価 は,57年 版会計基準の考 え方 が承継 さ
れているので時価 とな ることは言 うまで もない。C型 実現概念 は業績評価利益
と処分可能利益 の計算 の統合化を 目的 とした体系の中に位 置 し,そ してそれは
(3}
処分 可能利益の計算 のための手段的役割 を果たす,と 言い うる。
2.折 衷 類 型 と して のFASB型 実現 概 念
財 務会 計 基準 審 議 会(FASB)が 公 表 した財務 会 計 概念 書第1号 は,財 務報 告
の基 本 目的 を 明 らか にす る。 そ れ に よれ ばy財 務 報 告 の 目的 は,経 営 お よび経
済 的 意 思 決 定 を 行 う うえ で 有 用 な 情 報 を 提 供 す る こ と に あ る(SFACNo。1
[1978ユpars.9,16)。 企 業 財 務情 報 の利 用者 は,自 らの意思 決 定 が予 測 され る
キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー の 金 額 ・時 期 お よ び 不 確 実 性 に 関 連 す る の で,良 好 な
キ ャ ッシ ュ ・フロー を生 み 出す 企 業 の能 力 に関心 を持 っ(SFACN・.1t1978]par.
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25)。 この ため,一 般 目的 外部 財 務 報告 はか か る共通 の関心 に役 立 っ情 報
,す な
わ ち・ 企 業 に対 して予 測 され るキ ャ ッシ.a.・フ ローの金 額 ・時 期 お よ び不 確実
性 を予 め評 価 す るの に役立 つ情 報 と して企 業 の経 済 的 資 源,債 務 お よ び出資 者
持分 に関 す る情 報 だ けで な く,企 業 の業 績(稼 得利益)に 関 す る情報 を提 供 しな
けれ ば な らな い(SFACNo.正[1978]pars .30,37,41,42,43)。 概 念 書 第1号 で は,
か か る情 報 と して時価 情 報 が排 除 され て い な い こ とは注 意 を要 す る
。
実現 概 念 に関連 して は,財 務 諸表 の構成 要素 の定 義 を明 らか にす る財 務 会 計
概 念 書第3号(SFACNo.3[1980])に お いて,認 識 と実 現 との区 別 が説 か れ る。
認 識 は 「あ る項 目を財 務 諸 表 に正 式 に記 録 ま た は記 載 す るプ ロセ ス」 を示 し
,
資 産,負 債a収 益(利 得),費 用(損 失)は 認 識(記 録)さ れ るか 認識(記 録)さ れ
な いかで あ る(SFACNo.fiX1985](4)par .143).肪 実現 はs=金 的資 源 お よ
び権 利 を 貨幣 に転 換 す るプ ロセ ス」 を示 し,実 現 お よ び未 実 現 に よ って販 売 さ
れ た お よ び未 販 売 の 資産 につ い て の収 益 ,利 得 お よ び損 失 を 識別 す る(SFAC
No.6×1955]par.143)0
また,資 産 は 「過 去 の取 引 また は事 象 の結果 と して,特 定 の実 体 に よ り取 得
ま た は統 制 され て い るi発 生 の 可能 性 の高 い将 来 の経 済 的 効益(futureec。nom -
icbenefits)」 と定 義 され,か か る 「将 来 の経 済 的効 益 」は 「用役 潜 在 性」 と同義
に扱 われ る(SFACNo.6[1985]pars.25 ,2$)。 これ と,「 包 括 的利 益 」の構 成要 素
と して価 格 変動 によ る損益,し たが って保 有損 益 の収 容場 所 が用 意 され て い る
ことを考慮 す れ ば,57年 版 会 計基 準 の概 念 枠 組 み を髪 髭 させ る(SFACN
o.6
[1985]pars.70,74)。 認 識 と実 現 とを殊 更 に区別 す る主張 はa概 念 書 第3号 自 ら
明 言は して い な い もの の,C型 実現 概 念 を有 す る会 計体 系 が暗 々裡 に意 識 され
て い る,と 思 わ れ る。
財 務 諸 表 に お け る認 識 と測 定 を扱 う財 務 会 計 概 念 書 第5号 で は,「 資産 ま た
は関連 す る負債 の交 換 価値 によ って 測定 され る収 益 お よび利得 」 は
,次 の よ う






実現 また は実現 可能性
実現:流 動性 ・市場取 引
実現可能性:価 格に著 しい影響 を及ぼす ことな く即時 に
吸収 しうる活発な市場 にお いて,互 換可能
.単位 および公定相場価格 を持っ資産が現金
または現金請求権 に転換可能 になること
稼得=稼 得 プロセスの完了 また は実質 的な完了
収益 の認識 で はか か る両要 件 の充足 が求 め られ るが,利 得 に関 して は稼 得 プ
ロセ スが もと もと問 題 とな らない ので,利 得 の認識 で は 「実 現 ・実現 可 能 性 」
要 件 が適 用 され る(SFACNo.5[1984]par.83b)。 これ らの うち実 現 お よ び稼 得 要
件 につ いて は,稼 得要 件 が追 加 されて い る ものの,A型 実 現 概 念 の そ れ と変 わ
らな い(稼 得要件 は会計原則審議会(AICPA)の 意見書(APBStatementNo.4[1970]
par.150)で すでに挙 げられて4、るか ら,目 新 しいわけで はない)・ したが って こ こで
注 目す べ き は,実 現 可能 性 要 件 が新 た に導 入 されて い る こ とで あ る。 実 現 お よ
び稼 得 要 件 の ほか に,か か る実 現可 能 性 要件 を も収 益 また は利益 の認 識要 件 と
す るFASB型 実現概 念 を,以 下,「D型 実 現概 念(あ るいは単にD型)」 と呼 ぶ こ
とにす る。
実 現可 能 性要 件 の内容 に見 るよ うに,か か る要 件 は従 来 認 識 され て きた特 定
の農 作 物 や貴 金属 等 の収 益 を フ ォローす る こ とか らす れば,D型 実現 概 念 はA
型 実現 概 念 に さほ どの もの を付 け加 え て い ない よ うに も見 え る。 しか しFASB
にお いて は,会 計基 準 と して 自 ら認 あ て きた為 替 差損 益 と一 部 の(特 殊な会計慣
行のある業種の)市 場 性 あ る有 価証 券 つ いて の保 有 損益 の認 識 を正 当化 しう る概
念 用 具 た る要件 を用意 す る ことは要請 されて きた はず で あ る。 実現 可 能性 要 件
は ま さにか か る要 請 に応 え るため の もの と考 え られ る。
しか し,か か る実 現 可能 性 要 件 は,今 度 は一 歩 進 ん でA型 実 現 概 念 の もとで
は未 実 現 の たあ に認 識 され なか った,例 え ば(一 般事業会社 の)市 場 性 あ る有価
証 券 の保 有利 得 を実 現(可 能)利 得 と して認 識 す る こ とを 可能 に させ る こ とに
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な った。その理由 は,「もしも販売が容易 であ るか またはそれが形式的な活動 に
す ぎないな らば,そ れに伴 う金額 の不確実性 は活発 な市場 における互換可能 な
単位の市場相場価格 またはその他信頼 しうる測定値 によ って容認 しうる程度 ま
で減少 され る」(SFACNo.5[1984]par .50)か らである。
D型 実現概念 によ って認識 された収益 または利益を実現損益あ るいは実現可
能損益 と呼ぶか どうか に係わ りな く,D型 実現概念 はA型 実現概念 と同型の認
識概念 と しての概念構成 を採 って いる。概念書第3号 で は資産を 「将来の経済
的効益」 と し・他方 で認識 と実現 とを区別 してC型 実現概念が想定 されていた
よ うにみえたが,概 念書第5号 で は,そ れは後退 してあたか もA型 実現概念 に
回帰 して しまったよ うにみえ る。何故か。 それは概念書第3号 の急進性 に対す
る批判,す なわ ち時価主義会計化へ の批判 に対す る妥協 の何物 で もない
,と 考
え られ る。
しか しなが ら・D型 実現概念 はA型 実現概念へ の単 な る回帰で はないのであ
る。 とい うのは,A型 実現概念 の もとで は実現利益 とされな い
,例 えば市場性
ある有価証券 の保有利得 は実現(可 能)利 得 と して認識 され処分可能利益 の一・
構成要素 とされ ることにな ったか らである。 この点 は特 に注 目すべ きであ る
。
1993年 に公表 された財務会計基準書第115号(SFASNo .115[1993])は 有価証
券(負 債証券および持分証券)へ の投資の会計 を問題 に して いるが
,こ こで は市場
性あ硝 価証券の保郁1得 へのD型 実現概念の適用が図 られてい署.基 轄 第
115号 で は,有 価 証券 は以 下 の よ うに三 種 に分 類 され る
。
企業 が 満期 まで保 有 す る明 確 な意 思 と能 力 を持 つ 負債 証 券 を 「満 期 まで保 有
され る証 券(満 期保有証券)」 と呼 び,ア モチ ゼ ー シ ョ ンや アキ ュ ム レー シ ョンを
行 い修 正 した後 の取 得原 価(償 却原価)で 評 価 させ る。 また 主 と して短 期 間 で売
却 す る目的 で買 入 れ保 有 す る負債 証 券 と持 分証 券 を 「売 却 目的証 券 」 と呼 び
,
時価(公 正価値)で 評価 させ,そ れ に関 す る未 実 現保 有 損益 を 当期 利益 に算入 さ
せ る。 さ らに これ らの いず れ に も該 当 しな い証券 を 「売却 可能 証 券」 と呼 び
,
時価 で評価 させ,そ れ に関 す る未 実 現 保 有損 益 を当 期利 益 か ら除外 させ
,株 主
持 分 の別 個 の要 素 と して 報告 させ る(SFASN。.115[1993]pars .7,12a,12b)。
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こ こで重 要 なの は,売 却 目的証 券 と して分 類 され る有 価証 券 の保 有利 得 が実
現利 得 と して扱 われ て い る ことで あ る。 こ こにD型 実 現概 念 の新 た な適 用 を み
る こ とが で きるの で あ る。か か るFASBの ス タ ンス は,金 融商 品 に関 す る基 準
書 に よ りす で に時価 情 報 開示 を要請 して い る背景 が あ る こ と,ま た評 価 損 の計
上 を認 あ る もの の評 価益 の計上 を認 め な い ことに よ るア ンバ ラ ンス・ さ らに は
原 価 評 価 は 「益 出 し」 を可 能 にす る等 の状 況 を認 識 して の こ とで あ る(SFAS
No.115[1993]par.27,29-38)0
この よ うなFASBの 状 況 を勘 案 した と き,D型 実 現概 念 の適 用 範 囲 が 拡 大
され る可能 性 を秘 め て い る。 この こ とか ら,概 念 書 第5号 は概念 書 第3号 の会
計体 系 を断 念 したわ けで は ない こ とを留 意 すべ きで あ る。 したが って,も し も,
業 績 評価 利 益 の計 算 上,収 益(利 得)と して認識 すべ き対 象 が格 段 に拡 大 され る
必 要 が起 き,し か もそれ が実 現利 益 とされ え ない と きに は,C型 実 現 概 念(C-
2型)が いっ で も登場 しう るの で,そ の意 味 で はC型 実 現概 念 の展 開 の可 能 性 が
(s)
否 定 され て い るわ けで はな い,と 考 え られ るの で あ る。
これ まで述 べて きた基本類型 ・折衷類型 の実現概念 の関係 と,そ れ と次節で















有価証券 の評価 に関連 してA型 実現概念を採 る見解に類型化で きる もの とし
ては,加 古宜士および白鳥庄之助両氏 の見解 を挙 げることがで きる
。
物価変動会計情報 の開示 の必要 性を認 め るものの,物 価変動下 にお ける資産
価値 および貨幣価値 の変動 を考慮外 にお く原価 主義会計 による基本財務諸表の
本体 に,物 価変動会計情報を部分的 に組 み込 む方式 は,会 計 システムの整合性
を損 ない・かえ って ミス リーデ ィングな情報 を提供す る ことになるので
,物 価
変動会計情報(し たがって有価証券の時価情報,保 有損益情報)を 補足情報 と して開
示す ることを提唱す る(加 古[1990]p.42;[1991]pp .32-33)。
有価証券 の保有損益 を認識 し,そ れを基本財務諸表の本体 に開示 す ることに
反対す る根拠 は,実 現概念 との関連か らも示 され る。実現要件 をあたか もD型
実現概念 の如 く次の ように理解す る(白 鳥[1990]pp .48-49)。 す なわ ち,
① いつで も自由に取 引の履行 が 可能 な組織化 され た市場 が存在す るこ と
(即座に取引可能な市場の存在)
② 取引 当事者間 の相 対 の交渉 を必要 と しな い客観的 な取 引所相場 の存在
(客観的な市場価格の存在)
③ 取 引が未完了 であ って も,あ る種 の契約 または取 引制度 の存 在 によ っ
て,取 引の完了が確実 に見込 まれ,取 引が完了 した場 合 とほぼ同様 とみ ら
れ る程度 に確 実かっ客観 的 な財産増 減 の保証 が得 られ る状態 にあ る こと
(取引完結の確実性の存在)
市場性のあ る有価証券 は,① と②を充 たす ものの③ は充 た しえない。 とい う
のは,「 当該有価証券 が取引所 の相場 のある株式 であ った と して も
,そ の相場
は,す でに取 引が成 立した後 のいわば 『事後的 な価格』 であ って
,当 該企業が
仮 にそのときの相場 を指値 と して保 有株式 を売却 しよ うとして もzそ の 日の う
ちに取引所 の相場通 りの価額で実現 す る保証 は何 もないのであ り,あ えてその
日の うちに換金 化 しよ うとす れ ば,成 行 き相 場 に委 ね ざ るをえ な い」(加 古
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[1990]p.46;[1991]p.39)の で,「 保 有 有価 証 券 が貸借 対 照表 日の市 場相 場 どお
りに売 却 さ れ,そ の保 有損 益 相 当額 を確定 換 金 で き る可能 性 は乏 し」い(力皓
[1990]p.47二[1991]p.40)。 つ ま り,「 株 式 市場 には実現 可能価 額 の金 額 を確定 す
るため の制 度 的保 証 が ない」ので あ る。 この点 は,「 公示 レー ト制度 を もつ外 為
市 場 や 値洗 制 度 を もっ先 物市 場 と根 本 的 に異 な る」(加 占[1990〕pp。4s-47;
[1991]p.39)o
かか る見解 は,実 現 可能性 要 件 を もつD型 実 現 概 念 を想 定 し,有 価 証 券 の保
有利 得 は実 現可 能 腰 件 を充 た さな い とみ る見 解 ・ したが ってD型 実現 概 念 の
噸 型 と解 され な いわ けで はな いカま,D型 実現 概 念 は有 価証 券 の保 有 利 手尋を も
認 識 可 能 にす る こ とに餓 が あ る,と 考 え られ る・ かか る見解 は結 果 的 に・ 有
価 証 券 の保 有損 益 を認識 しな いA型 実 現概 念 を採 るべ きで あ る と主 張 して い る
ことに な るか ら,か か る見解 をA型 実 現概 念 に類型 化 した。
2.C-1型 実現概念 を支持す る見解
有価証券 の評価 に関連 してC-1型 実現概念 を採 る見解 に類型化で きる もの
と しては,斎 藤静樹 および井上良二両氏 の見解 を挙 げることができる。
斎藤 の見解 は以下 のようで ある。「企業 の実物投資か ら得 られ る営業利益」計
算 のRを なす資産 の原価評価 に基 づ く実現禾【溢 概念 によれ ば・「資産 の値上
が りに伴 う評 価益 は,そ の資産 を使 い続 ける費用 の増分 で相殺 され るか ら」,
「営業 に拘束 された資産 を再評価 して も,結 局 は利益 の期間帰属 が変 わ るだけ
で」 あ り,し たが って資産 の原価評価 に基づ く実現利益概念 による 「計算 で継
続企業に不都合 は生 じない。」(斎藤[1992]p.78)
「しか し,企 業 に とっての価値 が時価を超 える営業資産 と違 い,時 価 に等 しい
価値 を もつ金融 資産 は,い っで も処分 して値上が りの利益を実現 させ る ことが
で きる。」「も し問われて いるのが企業 の業績であれば,そ うした金融資産の含
み益 は,基 本的 には利益 の要素 と考えてよい。」(斎藤[1992]p.78)こ のよ うに,
営業資産 には原価,金 融資産(有 価証券)に は時価が採 られ,そ れ に係 る保有損
益 は認識 され るべ きであ る,と す る。
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認識 された保有損益 の処分 可能性 にっいては}以 下の ような債権者 を保護 す
る立場 か ら,そ れを否定 す2。
「企 業 利 益 は配 当 の限 度 を 定 め る基 準 で もあ る
。 金 融 資産 の 含 み 益 が 利益 の
要 素 で あ るか ど うか は・ そ れ を株 主 に配 当 で き るか ど うか に もか か わ って く
る。」(斎 藤[1992]p.78)「 い ま,調 達 した資 金 を有 価 証券 に投 資 す る 目的 で,無
担 保 社 債 が発 行 され た と して み よ う。 社 債 の価 値 は,購 入 され た有 価 証 券 の時
価 で裏付 け られ て い る。 その後,値 上 が り した証券 を保 有 した ま まで
,含 み益
の全 額 が配 当 され た とす る。」 「この資 産構 成 は,値 上 が り分 をふ た た び同 じ証
券 に投 資 しな が ら,そ れ を担 保 に利 益 配 当 の資 金 を調 達 した もの とい って よ
い。 再 投 資 した利 益 を他 方 で配 当 す るため に
,そ こで は追加 資 金 の借 入 れが 強
制 されて い るの で あ る。」(斎 藤[1992]p.79)
す なわ ち,「 含 み益 の配 当 は,新 たな借 入 れ によ る利益 の再 投 資 を意 味 す る」
ので,「 そ の リスクの評価 によ って 債権 価値 が影 響 され う る」 か ら
,「 含 み益 の
配 当 は・債 権 者 の利 害 を保 護 す る選 択 肢 を は じめか ら欠 いて い る
。そ の た め に,
こ こで は強 制 され た貯 蓄 を配 当利 益 か ら除 くこ とで
,債 権 者 の保護 が図 られ」
る。「金 融 資産 の含 み益 は,か く して配 当可 能 な利益 か ら除 かれ る
。」「有 価証 券
な ど に生 じた含 み益 が(は) ,業 績 を表 す利 益 で あ りなが ら,一 般 に は配 当 の た
め の利 益 か ら除 か れ ざ るを え な い」(斎 藤[1992]PP .79-80)。
他 方,井 上 の見 解 は以 下 の よ うで あ る。財 務 会計 の社 会 的機 能 は
,企 業利 益
分配 の計 算 的基 礎 を提供 す る機 能(所 得分配機能)と 資 源配 分 機 能 の二 っ か らな
り,前 者 の機 能 を達成 す る計 算構 造 は会計 責 任 に裏 付 け られ た分 配 可 能 利益 の
それ で あ り,現 行制 度 会計,と りわ け 「企業 会 計 原則 」 に よ って意 図 され て い
る会計 構 造 で あ る,と す る(井 上[1993a]pp .46-51;[1993b]p.2)。 かか る計算
構 造 にお いて は・ 市場 性 あ る有 価 証券 は棚 卸 資産 と同様 に費 用性 資 産 と して扱
わ れi原 価 評 価 され る(井 上[1991]pp .33--35;[1993b]pp.2-fi)。
規 範 論 の展 開 に お いて は,現 在 の制度 会 計 が分 配 可 能利 益 の計算 構 造 を主 体
と し・ そ の範 囲 内 で可 能 な限 りの資 源配 分機 能 を果 たそ う と して い るが
,そ れ
が 有効 に働 いて いな い(逆 機能化)点 に照 ら し,そ れ を順機 能 化 す る ため に は,
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分配 可 能利 益 の計算 構 造 のみ な らず,資 源配 分 機 能 を全 うす るた め に,時 価 主
義 会 計 を 基 本 とす る業 績 表 示 利 益 の計 算 構 造 の導 入 が不 可 避 で あ る,と す る
(井上[1993a]pp.51-55;[1993b]p.8)。
か か る業績 表 示 利益 の計 算構 造 は財 の効 用 的側 面 を重視 し,し た が って市 場
性 あ る有 価 証 券 に あ って は,そ の効 用 的価 値 を将 来 にお け る直接 的 なキ ャ ッ
シ ュ ・イ ンフ ロー と して捉 え,貨 幣性 資 産 とす る こ とが 可能 とな る。 この場 合
の測 定 は期 待現 金 流 入額 によ って行 わ な けれ ば な らな いが ・ そ の測 定 を市 場価
格(時 価)で 代 替 で き る とす れ ば,そ こで の時価 の高 騰分 は明 らか に収 益 で あ
り,そ の実 現 ・未 実 現 は問 われ る必要 が な い(井 上[1993b]p.10)。
この よ うに主 張 した うえ で,業 績 測 定 を 目的 と した利 益 計算 に は有価 証 券 評
価 益 を算 入 す る こ とを肯 定 しな が ら も,分 配 可 能 利 益 の計 算 上 は,こ の評 価 益
を除 外 す る見解 に与 す る こ とを明 言す る(井 上[1993b〕p.10)。
以 上 の よ うに,こ れ ら両 見解 で は,業 績 評価 利 益 な い し業 績 表示 利 益 の計 算
か らは有 価証 券 は時 価評 価 し,そ れ に よ る保 有利 得 あ るい は評 価 益 は認 識 す べ
きで あ る もの の,そ れ は処 分 可能利 益 か ら除外 すべ きで あ る,と 主 張 され る。
換 言 す れ ば,有 価 証券 につ いてB型 実 現 概 念 の認 識 要 件 を適 用 し,認 識 した利
益 にっ い てA型 実 現 概 念 の実 現 要 件 を再 分 類 の た め の要 件 と して適 用 す る の
で,か か る見解 はc_1型 実 現 概念 と して類 型 化 で き る こ と とな る。
3.C--2型 実現概念を支持す る見解
有価証券 の評 価 に関連 してC--2型 実現概念 を採 る見解 に類型化 で きる もの
と しては,醍 醐 聡氏のそれを挙 げ ることがで きる。
経済 のス トック化 に伴 う資産格差現象 に特 に注 目 し,と りわ け株式の時価 の
上昇 による含み益(保 有利得)を 未実現利得 とい う理 由で分配可能利益 に含 めな
い原価主義会計 が,所 得分配面お よび課税面 で不公平 を生んで いることを問題
にす る。 この上 で,随 時確定可能 な保有利得の計上 を促す と同時に,そ うした
実現可能 な利益を も企業成果 に含 め ることによ って企業 の分配可能利益 を実態
に近 づけ,そ の処分 を利害関係者の意思 にあるいは公的な政策判断 に付す こと
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こそ,企 業成果 の公正 な分配 に資す る会計 の姿であ る
,と 考え る(醍 醐[1990a]
p・20,26;L1990b]p.83;[1991]pP・2s-30)。
かか る規範論 を展開す るにっいて は,「有機的静態論」と称 す る体系 を提示 す
る。 そ こで は,期 末時点 での現在性 あ る状態表示 とい うことを資産表示の 目的
と し・そのための手段 と して時価評価 し,そ れに加えて時価を基礎に した費用
計上 を通 じて比較 可能性 を もった営業利益 を算出す ることによ り
,あ るいはそ
こで算 出された評価益 の うち,一 ・定 の要件 を満 たす ものを当期の利益 に算入す
ることによ り利益計算 を包括 的な もの にす る,と い う損益計算 の合理化 に も直
結す る会計構造 が与え られ る。 このよ うな構造 の構築のためには
,次 の二っ の
ことが必要 となる,と す る(醍 醐[1993]pp .22-23)。 すなわ ち,
① 漫然 と実体的価値物 に資産性 を認 め るので はな く,報 告企業 の支配下 に
あ って将来経済的便益 を もた らす とみ なされ る資源 に資産性 を認め ること
(測定可能なことが前提条件)
② 評価益 の損益計算書能力 を実現可能性 に照 らして スク リーニ ングす るこ
と
② に関連 して,そ こで の 「実現可能性」 は,特 別 の努力 な しに増価 を合理的
に見積 可能 な金額 で短期 に貨幣等価物 に転換で きる市場 の存在 と
,当 該企業 の
営業活動 の継続 に制約 されず に増価資産を企業 か ら分離 で きる可能性 を意味す
る(醍 醐[1993]p。23)。
この要件 に照 らして・営業 の継続 のために処分 を予定 しない使用資産 の評価
益 は配当可能利益 には含 まれ ないがa市 場性 あ る有価証券の うち企業支配 目的
以外 の ものの評価益 は営業の継続 に制約 されず に処分で き,そ れを換金処分す
る広範囲 な流 通市場 が存 在す る ことか ら,そ れ は配 当 可能利益 に算入 され る
(醍醐[1993]p.23)。
ここで展開 され る 「有機 的静態論」 な る規範論 は,資 産時価評価 に基づ く評
価益 を計上 す る。かか る評価益認識 の要件 として確定性 および客観性を措定 し
ているか どうか は必 ず しも明 らかで はないが,か か る規範論では,と にか く認
識 された評価益 にっいて・D型 実現概念 の特徴的要件 たる 「実現可能性」 と実
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質的 に同 じ要件 を適用 して配当可能利益 にな りうるもの と,な りえない もの と
に再分類 される。 か くて,市 場性 あ る有価証券 の うち企業支配 目的以外 の もの
の評価益 は配 当 可能利益 とされ る。 この ことか ら,か か る見解 にお いて予定 さ
れてい る実現概念 はC--2型 実現概念 として類型化 で きることとなる。
4,D型 実現概念 を支持す る見解
有価証券 の評価 に関連 してD型 実現概念を採 る見解 に類型化 で きる もの とし
ては,森 田哲彌氏 のそれを挙 げることがで きるように思 われる。
その見解 は以下 のよ うであ る。有価証券や外貨建金銭債権(債 務)と い った資
産の時価を財務諸表上 の資産評価や損益計算 に取 り入 れる場合,原 価主義会計
の枠内で はどの ような論拠 を見いだせ るかを考 える。 かか る観点 の もとで,①
原価主義会計 における資産 評価基準 を通 覧 して,流 動 資産 は原則 と して時価 を
反映 させ るが,固 定 資産 にはそれを反映 させ ない論拠 は何か,② 流動資産 のう
ち,棚 卸資産 は低価基準だ けで評価益 の計上 は主張 されな いが,外 貨建金銭債
権(債 務)は 時価基準(決 算日レー ト)で評価 され,有 価証券 について も時価基準
が提案 され る論拠 は何か,さ らには,③ 固定 資産 は原価評価 が原則であ るのに,
外貨建金銭債権(債 務)に は時価基準(決 算日レー ト)を適用す る論拠 は何か(③
はここでは省略),を 検討 しようとす る(森 田[1992]p.75)。
① の問題 にっいては,固 定資産 は正常 な営業過程 の継続 を前提 と した場合,
直ちに拘 束状態の解消(換 金)が で きない,あ るいは予定 されていないか ら,換
金が問題 とな らず,こ のた め時価 の変動 は問題 とな らず原価 評価 が支持 され
る。他方,流 動資産 の場合に は,基 本的 にはかか る拘束性 を認あていないので,
正常 な営業過程の継続を前提 と して もむ しろ換金 を目的 として可能 な限 り有利
かっ早期 に換 金す る ことを 目的 と して保有 されて いる ものであ る。 したが っ
て,そ こで は時価(換 金可能額)が 問題 とな り,時 価評価 に伴 う利益 の認識 に特
に障害 がない限 り,時 価 評価 による損益 を認識す ることにな る(森 田[1992]pp.
75-76)0
② の問題 について は次 のよ うに考 え る。流動 資産 の うち棚 卸資産 につ いて
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は,市 場生産 を前提 とすればその換金 は保証 されてい るわけで はな く,時 価が
原価 より高 くて も当該企業 の意思 でその時の時価 でいっで も販売で きるとは限
らない。 そこで,保 守 主義思考 に基づ いて販売 され るまで は,す なわち市場取
引によ って時価での販売が確定す るまで は原価 のまま据 え置 き,利 益 を認識 し
ない。 これに対 し,流 動資産 と しての市場性 ある有価証券 にっ いては,市 場価
格 が成 、7し,当 該企業の意思 で売却可能 な ものであ るか ら換金 に関す る問題 は
存在せず・ したが って保守主義的考慮か ら流動資産 としての時価評価 を妨 げる
要因 はない(森 田X1992]p.76-77)。
かかる時価評価が原価主義会計 の体系 の中で認め られるためには,時 価評価
を適用 した場合の利益(評 価益)が 棚卸資産 の販売基準 におけると同 じよ うな意
味で分配 可能であ ることを確認 しな ければな らない。
ここで分配 可能 な(資 金的裏付けのある)利 益 とは,企 業 の意思 で再投資せず
に現金 の形 で残 してお こうとすれば残 しておけ る利益 とい う意味であ り,更 な
る利益 の獲得 を目指 して再投 資 されy利 益処分 の行 われ る時点 で現金 と して存
在 していな くて も,利 益の分配可能性 とい う概念 か ら外れ るもので はない。 有
価証券 の評価益 は現金 と して流入 していないが,そ れは企業 の意思 で現金化 し
なか っただけであ り,い ったん現金化 して更 な る利益 を求 めて再投資 したこと
と何 らかわ りないので,か か る評価益 は利益 の分配 可能 性 を完全 に備 えて い
る,と 彼 は考える(森 田[1992]PP・78-79;[1990」pp.20,21-22)。
かか る見解 は,あ くまで も原価主義会計 の枠 内で説明 しようとす る接近法を
採 るので,FASBの 規範的接近法 とは異なる。 しか し,か か る見解 は接近 法 と
して は異 なる ものの,結 果的 に,実 現 可能性要件 を有 す るD型 実現概念 と実質
的に同 じものを導出 していると考 え られ るのでaこ こではそれをD型 実現概念
と して類型化す ることと した。
V.結 びと問題提起
ア メ リカ にお け る実現 概 念 の議 論 を整理 した と き,基 本 類 型 と して はA型 と
B型 の二 っ が あ り,そ の折 衷類 型 と してC型 とD型 が存 在 す る ことに気 付 く
。
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A型 ・B型 お よびD型 は共 に認識概念であ り,そ の適用対象 の範囲 は・A型 く
D型 くB型 と図式的 に表 せ る。すなわち,D型 はA型 とB型 の中間に位置す
るので ある。
これに対 して,C型 はB型 の認識要件 によ り認識 された収益 ・利益を・A型
ない しD型 の実現要件 によって実現分 と未実現分 とに再分類す る。す なわち,
C型 は業績評価利益 と処分可能 利益 の計算 の統合化 を 可能 にす る 「再分 類概
念」 と しての性質を もち,双 方 の計算 目的に対 し有効 に作用す る。 このよ うな
役割 を担 うので,こ こで は,か か るC型 実現概念を支持 したい。
アメ リカにお ける実現概念 の議論 をわが国 における有価証券時価評価論 に関
係 させてみ ると,そ こには実現概念 に関 してデ ィメ ンジ ョンを異 にす る二っの
利益観が存在 す ることに気付 く。 ひ とつ はA型 実現概念 に代表 される処分可能
利益観 であ り,他 はB型 実現概念 に代表 され る業績 評価利益観であ る。有価証
券時価評価論 は,こ れ ら二 っの利益観 をいかにバ ランスさせ るかが具体的 に問
題 とな った ボー ダーライ ン ・ケースで あると考え られ る。
処分可能利益観 また は業績評価利益観のそれぞれに基 づ く会計体系 は独 自の
体系を持 って いるがために,そ れぞれの体系 を接合す るにはそれ らを二元的に
構成せ ざるをえない,と 考え られ る。 この点か らすれば,認 識概念をなす実現
概念 にっ いて は処分可能利益観 に基づ くそれを変質 させなければ,か か る接 合
はで きないよ うに考 え られ る。C型 実現概念 にみ られ る再分類概念 と しての実
現概念 はそ うした模索 の結果生 み出 された もの といえ る。
わが国 におけ る有価証券時価評価論 のC型 の主張 には,処 分可能利益観 に基
づ く会計体系における実現概念が認識概念 か ら再分類概念へ と転化 し,処 分 可
能利益観 に基づ く会計体 系に もともと存在 しているA型 実現概念 とは似而非な
る実現概念 を結果 的に提唱 している ことに{一分気付 いていないよ うに思え ると
ころがある。 この点 への認識 の不十分 さが,わ が国 における有価証券時価評価
論 の論点 を錯綜 させ る原因 にな っていると思われ る。
わが国における有価証券時価評価論 を実現概念 との係わ りか ら類型化 しその
特徴 を整理 してみ ると,各 説 に共通 してみ られ る論点 は,"株 式市場 の相場通
t
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りで有価証券 を売却 しうる制度的保証 の存否"に 関す る捉 え方で ある。A型 お
よびC-1型 は制度的保証 がない とみ るの に対 して,D型 およびC-2型 は制
度的保証があ るとみ る。
FASBは,財 務 会計基準書第115号 にお いて,売 却 目的証 券の保有損 益を処
分 可能利益 に含めているが,こ れ は保有損益を販売損益 と同等 に扱 い うるだけ
の市場 の制度 的保証 が存在 す ると考 えて いることを示 してい る
。A型 やC-1
型の実現概念がわが国 の有価証券(時 価)評 価論 で強 く主張 されて いるが,ア メ
リカの証券 市場に比 して,こ のよ うな主張 がなされ るほ どにわが国 の株式 市場
は特殊 な ものであろ うか。 この点 の分析がなされない限 り,C型 実現概念 を支
持す ると して も,現 時点 で はC-1型 かC--2型 のいずれ を採 るか は決 定 しえ
ないよ うに思 えるのであ る。
【付記 】 神奈川 大学会 計学研 究会(1994年5月11日)の 報 告 に際 し,津 守常 弘,田 中
弘,西 川 登教 授 か ら貴 重な ご意見 や コメ ン トを頂 いた。 また中央 大学 会計 フォー ラ
ム(1994年5月14日)の 報 告 に際 し,コ メ ンテー タ と して の大野功一(関 東学 院大
学),朝 倉和俊(中 央大学)両 教授,さ らに笠井 昭次(慶 慮 義塾 大学) ,玉 田啓 八(中
央大学)各 教授 の ほか 多 くの方々か ら貴 重な ご意見 や コメ ン トを頂 いた。 ここにお
礼 申 し上 げた い。
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